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１　開　会 

（宗澤会長）

○それでは、「第２回さいたま市地域自立支援協議会」を開催させていただきます。まず、今回の委員さんの出席状況ですが、出席委員１１名、欠席委員
１名ですので、さいたま市地域自立支援協議会設置要綱第６条２項の規定により、委員の過半数がご出席されておりますので、本日の会議は成立いたします。続きまして、会議の公開に関しましては、「さいたま市地域自立支援協議会運営要領」第３条に基づき、本会議は公開することとなっており、傍聴人に関しましては、同要領第４条の規定により、会長が傍聴人の許可及び人数を定めることとなっておりますので、先ほど、傍聴人についてご確認させていただいたところ、本日３名の方が傍聴を希望されております。そこで、傍聴人の人数を３名と定め、これらの方につきまして、傍聴を許可したいと存じます。ここで議題に入ります前に、事務局より本日の資料のご確認をお願いいたします。
（事務局）
○それでは、お手元の資料の確認をさせていただきたいと存じます。本日お配りした資料といたしましては、第２回『さいたま市地域自立支援協議会』次第、第２回さいたま市地域自立支援協議会座席表、第１回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）、資料１「支援課相談業務の流れ（案）」、資料２「地域自立支援協議会の役割（案）」、資料３「さいたま市障害者居住サポート事業について」、資料４「各政令市のグループホーム等補助事業一覧」、資料５「障害者生活支援センターの役割」の以上８点でございますが、よろしいでしょうか。なお、資料４につきましては、前回の作業部会で配布予定のものであり、また、参考として横浜市の補助単価も配布させていただきましたので、併せて参考としていただければと存じます。
２　議　題 

○前回の議事録の承認
（宗澤会長）

○それでは、次第に添いまして議事の進行をさせていただきたいと存じます。まず、前回の「第１回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）」につきまして、協議会としての承認を求められておりますが、これにつきましては、今月上旬に本日の協議会の開催通知と合わせまして、事前に事務局よりお送りいただいておりますので、特に修正等のご意見がなければ、議事録については承認することといたしますが、よろしいでしょうか。
○支援指針について
（宗澤会長）

○それでは、本日の議題の２に移りたいと存じます。議題の１番目の支援指針について事務局から説明をお願いしたいと存じます。
（事務局）

○それでは、支援課相談業務の流れについて説明します。まず、初回相談時についてですが、昨年のヒアリングや障害福祉課に寄せられる御意見から、専門性や支援課の業務に移る以前の、初回の相談時において大きなトラブルが発生することが多く、その後の支援に重大な支障をきたしている状況があるように思います。そこで、支援課業務に限ることではありませんが、基本的な事項として、初回相談時の指針を掲げさせていただきました。

○指針としては当然のことですが、初回はいかに相談者との信頼を構築することが最優先になるべきと考えております。特に、支援課の業務対象とは直接なりにくい相談者に対しても、本来は市民に対してであれば当然なのですが、今後のこともありますので、相談しやすい状況を整えていく意味でも、庁内の他課を紹介するときであれば同行する、他の機関であれば一方を入れておくなどの対応が必要ですので、そういったスタンスを職員に徹底させていきたいと考えております。その下に他機関を紹介するときの留意点として、簡単に他機関の機能を載せております。他の機関のそれぞれの特質については他のページにおいて、詳述する予定ですが、各機関の特性などについては、現時点で一方的に書き込むわけにも参りませんので、今後他の機関と記述の内容について調整したいと考えております。ページをめくっていただいて、こちらは現在空欄とさせていただいておりますが、今後指針の方向が固まり次第、支援課とも協力しまして事例の収集を開始し、こちらに載せてまいりたいと考えております。

○次に手帳の申請時の留意事項といたしまして、知的障害者のケースに限り、支援課職員が訪問調査を行うこととなっております。昨今の情勢では、こういった事例において、ややもすると訪問調査を割愛するといった事態がございますので、指針として載せた次第です。事務処理につきましては、障害者更生相談センターがマニュアルを作っておりますので、そちらに譲りたいと考えております。

○次に、インテーク時の留意点としまして、これまで特に取り決めておりませんでしたが、手帳発給後、支援課において行うべき事項を指針として記載いたしました。また、インテークについては特に初回相談と分けて考えることとし、緊急時を除き、一般的な流れとしては手帳発給以後、もしくは初回相談時において、障害福祉サービスの利用が見込まれる場合、インテークの作業に移るようにしたいと考えております。インテーク時の指針といたしましては、まず個人の台帳を作成するために一人ひとりのフェイスシートを作成したいと考えております。ただ、数多くの援護対象の方がおられるので、案として、手帳の等級が２級以上、手帳の有効期間内に入学、卒業や介護保険の適用などライフステージの変化が考えられる方、障害福祉サービス、地域生活支援事業を受給する意志又は可能性があると判断される場合を原則として、フェイスシートを作成し、重点的に援護を進めるという形にしたいと考えております。また、各機関とのやり取りや、紹介の際にも基礎資料としてフェイスシートを活用するようにしたいと考えております。

○障害者福祉におけるアセスメントはニーズの把握にあり、アセスメントを行う主体は障害者生活支援センターですが、施設の利用を希望されるなど必要に応じ、同行して共同で行うこととします。

○認定調査時の留意点ですが、ここにおいても御家族や御本人の思いと調査内容がなかなか直接的に結びついてこない場合が多い場面です。しかし、調査だけでなく、今後の援護の実施やモニタリングなどに備え、良好な関係を維持していく必要があることから、特に丁寧な対応が必要と考え、このような記述としました。
○つぎに、支給決定についてです。契約制度となった支援費以降の制度としては、事業所との契約に至る一連のサポートは相談支援機関が行うべきという前提はありますが、現在の状況では、障害者生活支援センターと支援課が共同でサービス提供事業所を確保し、利用者が生活を営めるようにしていかなくてはなりません。特に障害福祉サービスや地域生活支援事業でカバーできない範囲については、市の独自施策などを駆使するほかなく、そのような場合は、支援課が関係機関と協力し、責任を持ってサービス提供に必要な調整を行うこととします。

○次にモニタリングについて説明します。例えば、障害者生活支援センターがマネジメントを担い、サービス提供が行われている支給決定受給者に対し、当初の計画やその後の変化に対応できているかどうか、支援課の立場でモニタリングする必要があります。ここでは、あくまで案ですが、その指針としてサービス利用開始１ヵ月後、またフェイスシート作成対象者に対し、定期的に訪問することとします。以上が支援課相談業務の流れの説明となります。

○次に、資料２「地域自立支援協議会の役割（案）」について説明いたします。前回の作業部会の議論を踏まえまして、地域自立支援協議会の役割について修正をいたしました。主な変更点は２点ございまして、サービス調整会議からの報告書を元に検討事案を抽出し、調査を行うという枠組みを作りたいということと、虐待の枠組みについては、現時点では地域自立支援協議会において専門的な部会としては取り扱わないということです。

○虐待の対応については、まださいたま市としてオーソライズされていないという点から、ひとまず虐待対処要綱等の整備や通報機関や対処機関等々、必要な体制作りから取り組むこととし、その後、地域自立支援協議会の仕組みに取り込むような形にしたいと考え、今回は虐待の件につきましては一旦削除しております。ただし、虐待が疑われる事例などにつきましては、随時専門部会に報告し助言を受けられるような体制を整備してまいりたいと考えております。

○また、地域移行の事案につきましては、入所施設、グループホーム等から地域生活に移行するすべての障害者について報告を行うこととしたいと考えております。なお、援護寮からの退所などについては報告の対象としますが、退院の場合は現在、退院促進支援事業が別の枠組みとして行われていることから、対象外とします。以上が地域自立支援協議会の役割案の修正事項です。

（長岡委員）

○初回相談時について、こじれてトラブルになると言うのはよくある話ではあるが、資源につながりにくい方たちであると思う。そういった方たちが実際のサービス利用を行うときに、個人情報を関係機関から得たいと了解を取るときに、支援課が最初に聞き取った情報というのは非常に重要である。したがって、初回相談時に支援課が個人情報の取扱いについて、関係機関にお渡しする可能性があるということの了解を取っていただけるようにしていただくのは可能かどうか。

（事務局）

○今、契約制度と言うことで、実際には利用者の方が直接事業所のほうに相談に行かれると言うことが多くあると思うが、どうしてもそこで、この情報だけは支援課や援護機関から情報がほしいということをよく聞いている。出す区と出さない区があるとも聞いているが、その辺についてはなるべく徹底して出来る限り事業所に協力できる形をとってまいりたい。

（宗澤会長）

○支援指針においてプライバシーポリシーというのを明確に定め、サービスや社会資源につながりにくい方であったとしても、ご本人の不利益をまねかないという原則を貫きつつ、必ずその情報が必要な関係機関には流れるようにしてほしいということであると思う。その限りでは、例外もあるとは思うが、原則としてそのような形にするという方向を今日の協議会で確認したい。

（事務局）

○了解した。

（岡崎委員）

○言葉の問題であるが、一つはインテーク時の留意時の２行目の援護の開始ということだが、援護という言葉はあまり使っていないという点と、支援の評価の中の「寛解」という言葉も精神科の中でよく使っている言葉ではあるが、語感的には古くなってきているので「回復」とか「リカバリ」という言葉になってきている。

（事務局）

○今の御指摘のあったところについては、御指摘とおり訂正させていただきたい。

（宗澤会長）

○法律上は援護という言葉があるので、公務員の世界においては援護というほうがしっくり行くのだろうと思う。その言葉にこだわりがなければ、ご指摘のとおり修正していただければと思う。

（長岡委員）

○つい先日他県の入所の施設のほうで聞いた話だが、緊急性の高いケースについて、事業所としては契約になじまないケースではないかと感じたのだが、私は援護という最初の説明のときにさせていただいて、支援ではなく、援護という言葉に行政の責任ということを感じたので、明記していただくほうが心強いと感じている。

（宗澤会長）

○長岡委員からご指摘あったように、職権の発動をしなければならないというケースがあった場合、支援課特有の業務というのはあると思う。措置なども残っているわけで、そういう部分について若干注意喚起しておくという部分は必要ではないかと考えている。言葉としてしっくり行かないということもあるとは思うが、生活支援センターの業務とさほど変わらないという説明ではなくて、積極的に保護をする必要があるケースについて注意を喚起する必要があるのではないか。
（増田委員）

○一つは、どういう形で最終的な形となっていくのかタイムスケジュール的なものを教えていただきたいというのと、もうひとつは、初回相談のところで、いろいろあるが市民の心情を想像するというだけでは、個人の資質に期待するような書きぶりで心もとない。障害のある方がどういう状況であるのかというのはもっと具体的に上げるべきだと考える。家族の状況など、それがどういうものであるか実感できるようなものにならないと、本当に使えるものになるのかわからない。また、緊急のケースの場合、この支援により、命を繋げて暮らしができるようにするかということについて、今日住む家がないということもあるのであって、緊急の支援もありうるという書き方もないといけないのではないか。手帳の申請時のところについて、「知的障害者の手帳に際しては、本人及び家族等が拒否する場合を除き、原則として訪問調査を行うこととする。」とあるが、精神のほうについても、事例等であらわされていくのかなとも思うが、単に事務作業にしないというような言い方が必要ではないかと思う。インテーク時のフェイスシートについて、障害者生活支援センターと別なものになるのかどうか。アセスメントについても状況によっては支援課がせざるを得ない場合があるので、これでは支援課の関与が薄いように思える。支給決定の部分について、「障害福祉のサービスにとどまらず、医療・介護、ボランティア等々、市内の活用可能な社会資源　を日頃の業務を通じ、開発に努めておく。」とあるが、これは重要なことであるので、留意点にとどまらず、開発の必要性について別項を立ててはどうか。
（宗澤会長）

○この一ヶ月、山本所長のお力をなかなかお借りすることが出来なかったとの事で、言葉の問題については、私も指摘をしていけばきりがないというところであるので、今後の検討課題とさせていただきたい。支援課業務の総論のようなところで、増田委員の御指摘のあったことは、相談の大きな方針を今ここでというニーズに対して恒久的に切れ目なく対応するということと、もうひとつは御家族の状況と御本人の希望等をよくお聞きした上で、中長期的に支援を組み立てていくという両方があるのではないか。この内容では緊急の場合に対処できないのではないかという指摘は重要であると考える。

（玉井委員）

○他の機関を紹介するときの留意点というところであるが、市立養護学校は教育の場であって相談機関にはなりえないので、教育委員会の特別支援教育相談センターに変えていただきたい。センターのほうでニーズに応じて連携機関を紹介していくということになっている。
（中村委員）

○支援課でケースワーク業務をやっている立場から申し上げますと、ほとんどは実施している内容と思われるが、目新というところとしては、フェイスシートの記入と送付というところですが、支援課において同意書を書いてもらってやっている人もいるといったところです。療育手帳の判定時の訪問については、支援課での面談時に兼ねてしまっているところもありますので、訪問するのが前提であるということがわかるので良いと思います。支援課の職員はだいたい事務屋が多く３～５年で異動してしまうわけで、前任者や先輩からの見聞きしたケースワークを行っており、模索しながら業務を行っているのが実態であるので、こういった指針があるというのは大変ありがたいと思う。一番目新しいものとしては、モニタリングということころであるが、何も無くても定期的に訪問するということが指針の中で示されているが、必要なことだとは思うが、仕事の中でどれだけ出来るのかという疑問が、現実としてあると思われる。
（宗澤会長）

○今御指摘いただいた、療育手帳の訪問とモニタリングについて、なぜしなければならないかという理由を示したほうが良いと思う。常識的に言えばなぜ療育手帳だけ訪問しなければいけないのか、療育環境との関係で、知的障害の状態像が連動するということに留意して、療育環境を含めた申請時の訪問が必要だということを書いておかないと、とにかく形式的に訪問して、何のために行っているのか本人わかっていないということは避けたほうがよいのでは。モニタリングのところもＡ～Ｅとあるが、この形式的な基準だけを持っていると、変動が無い場合はすべてＥにしていいということになりかねない。生保の場合もそうだが、福祉事務所では、そういった仕事の進め方をされてしまう実態というものがあると思うので、もう少し担当者に理解できるようにしたほうが良いのではないかと考える。
（斎藤（香）委員）

○精神保健課だけでなく、支援課で特定疾患の手続きをしにこられる方もいると思うので、地域保健課の紹介もお願いしたいと思う。長い間障害が継続する方にとって、どのようにすれば充実した生活が送れるのかというのが、仲間との協力などを通じてなどが考えられるが、いま、福祉といっても就労支援までを視野に入れた支援となっている状況を考えると、病状が良くなっただけとか状態が落ち着いたというところで支援が終了するわけではないので支援する側にもそういった視点が必要であると考える。窓口で応急的な福祉サービスの利用と併せて、障害の方への支援がどういう方向で支援が可能なのかということを、インテークになれていない人にも、この人の今後の生活の方向を考えられるようなフェイスシートの工夫であるとか、インテークの様式が必要なのではないかと考えているのでそこを書き足していただけるとありがたい。そういったことがモニタリングのあり方にもどんな風に本人が変化したかということにも、支援課がどうやっていくかは課題としてあるが、つながっていくのではないか。
（宗澤会長）

○モニタリングのところで、中村委員からの指摘があったが、たとえば保健所につながったケースであれば保健所が行う、生活支援センターであればセンターがということもあると思う。モニタリングイコール定期訪問という形でくくってしまうのではなく、ケースごとに責任を持ってモニタリングをしていくという指針を具体化したほうが意味のあることではないかと思う。結論からいうと、どこもだれもモニタリングをしていないということが避けられるような仕組みの整備が必要なのではないかという注意が喚起される必要があると思う。

（平林委員）

○皆さんのやり取りを聞いていてだんだん見えてきたが、支援課の相談業務の初回相談時についてというところであるが、私の経験からも一定期間、支援課と縁の無い生活をしてきたという場合でも初回ということになるのかというのと、モニタリングのランクでＥになっていた場合、新しい事態が発生した場合初回になるのかという、単純な疑問をもったがどのような取扱いになるのか伺いたい。何か困ったことがあるから支援課に行こうということになると思うが、医者に行きたいのか買い物がしたいのか、家の中でどういう動きをしたいのか、それによって支援内容が変わってくるが、そういうところをどういうに引き出して整理していくかというのが支援課の窓口の最初の役割だと思うが、いろいろ聴いてあげて問題点を整理してあげるということが一番重要である。何かやってください、こうしてくださいと言われてしまったら、できません、で相談が終わってしまうわけで、そうではなく、いろいろと聞いてみて問題を把握することを始めるべきで、そういったことをマニュアルに入れてもらいたい。
（宗澤会長）

○御指摘のあった部分は、しばらく関係が途切れており、新たなニーズが発生したときに支援課に相談しにいった場合は初回と考えるのか、という点であるが、主訴が変わっていれば初回になると考える。

（事務局）

○今の支援課の現状からいいますと、相談だけで完結してしまえば、あとは当事者の方とパイプがなくなってしまうというのが実態であるので改善が必要だと考えている。次のライフステージのなかにいろんな変化があれば対応していくこととなる。ここにＡ～Ｅまであるが、もう一度精査して参りたい。
（宗澤会長）
○平林委員の指摘としてはインテークのところであるので、そこの留意点に主訴を傾聴する、主訴が明確でない場合はアセスメントしながら一緒に考えていくという様な進め方が必要ではないかということであるので、そういった基本的な部分をいれるようにする必要があると考えている。
（斎藤（な）委員）
○とりわけ障害の重い方ですとか、状態が安定していない場合、物が言いにくい人の主訴というのは、なかなか明確になりにくいということが前提であるという、そこをいろいろな支援の入れ方によって変化していくプロセスを一緒に歩んでいくのだという前提が無いと、結局事務処理が現象としては前面に出てきてしまうのではないかと思う。どこが食い違うのかというと、御本人への見立てとか、いまアセスメントとかモニタリングとか出ましたけど、要するに食い違うところを修正していくということである。そこのところを柔軟に対応できるようにするために、どのようにするのか、全体の指針の中で調整会議は一つの柱があったかと思うが、そこに関わる人たちがチームとして当事者中心に力を合わせられるのかというのを業務として形付けられたらいいのか、難しいところではあるが、日々の課題はそこのところなので、支援課のワーカーも未経験だったり、専門職で無かったりする前提で、何とか御本人主義でいけるように、この支援指針を形にしていけたらと考えている。
（宗澤会長）

○御指摘は当然であるので、支援指針全体の中で理解できるようにしていくということが一つと、支援課のところに限って言えば、斎藤委員の御指摘のとおり基本中の基本を先ず徹底するという必要があるということと、見立てをアセスメント、モニタリングを重ねながら修正していくというそこまでを、現実の担い手としてのイメージを理解してもらったうえで、最初の相談というところで高圧的で、全く寄り添おうとしないような対応は駄目だと、基本的なところをちゃんとわかってもらうというところの兼ね合いが難しいのだと思うが、そういう理解が出来るように全体の内容に盛り込んでいくということが出来ればと考えている。

（斎藤（香）委員）

○生活支援センターの相談支援の事例の中で出てきていたと思うが、支援している中で生活のイメージを立てて、その人が実際どのような社会資源があればよりその方の希望に沿った生活が出来るかとしたときに、生活実態の想像も難しい。個人の力量に負ってはいけない業務だと思うが個人の生活体験から想像してしまう事も多い。それをしないためにケースカンファレンスをしたりサービス調整会議をしたりということになっているとは思うが、支援に携わっている方の年代が若くなってきているということもあるので、支援課がどれだけそういうことが可能かはわからないが、個々の見立てについては組織の中での職層、係長さんですとか主任さんとか若い方の御相談を受けて進められるという状況だとは思うが、相談した方の見立ての意見交換もサービス調整会議に出す出さないを判断する前段階として仕組みがあると、自分の対応したケースの振り返りができるし、相談の内容や社会資源についてもサービス調整会議に出すケースだという判断がつきやすいと思う。どれだけの回数が必要であるとかはわからないが、その人の生活のあり方をフェイスシートに一旦立ち止まって書こうという気持ちになるようなものをということと、その人の生活にとって必要な福祉の中のサービスを考えた場合、なおかつ何か足りないものについても書く欄があってもいいのではないかと思っている。そこに書かれているものについて検討してみるとか、この事例はサービス調整会議に出すであるとか、社会資源の開発を考えるというところをサービス調整会議に出す前までの流れが仕組みとして設定することで、出そうとしても何も出てこないということがなくなるのではないか。
（宗澤会長）
○およそ２点の御指摘があったと思う。相談業務ということで担当者が個人として書かれてしまうので、組織の中で、組織的に受け止めるという部分の重要性を盛り込んだほうがよいというのがひとつと、社会資源開発につながるような視点を具体的に記入することを喚起するものがあってもいいだろうということだと思う。その昔であれば、措置に関連する台帳というかたちで管理されるものがあったと思うが、契約制度になって支援課が持つべきシートというものを、手帳に関しては台帳があると思うが、それとは別に相談に関わって持つべきシートをどのような性格のものとして位置づけるのか。これは一度担当課と支援課で議論する必要があるのではないか。行政機関として記録を残すということであれば、相談で必要と共に現時点で行政が記録として残すべきものかということの両面が存在すると思われる。本日の指摘を含めたうえで、再度検討いただきたい。
（岡崎委員）

○さきほどの平林委員の新規の扱いについてであるが、相談の記録についてこころの健康センターでは年度で一応整理するという形にしている。年度の最後に継続なのか中断なのか、終結なのかいくつかの項目により整理している。翌年新たに来た場合は年度新規ということでさせていただいている。クレームがいろいろな形で来ることが多いが、問題解決アプローチなども参考になるのではないか。コンシューマーなのかビジターなのかクレーマーなのかという３種類に分けてそれぞれ対応していくというような、そういったものをこの中に取り入れることも必要ではないか。
（宗澤会長）

○学校教育の中でもモンスターピアレントという問題が顕在化しているが、私の職場でもそういった問題が出てきている。今後、こういった状況に対応していく必要も在るのではないかと考えている。岡崎委員の御指摘は、その辺の性格付けをレッテル貼りというわけではなく慎重に対応していくという面で避けられないのではないかという御意見であったと思う。増田委員からあったタイムスケジュールについては、今年度中ということでさせていただいているが、今日御意見いただいたところ意外に様々な点については、事務局に直接申し出ていただくということでどうか。

（事務局）

○まず、本日いただいたご意見の中に構成の部分に関わるところなどに御意見があったので、今後作業部会等を行うときまでには皆様に送付させていただいて、そのときに言葉の問題など意見を集約したいと思っている。この支援指針案を修正していくというわけでなく、本日の意見を踏まえた上で、新たに作成したものを提示したいと考えている。
（宗澤会長）

○とりあえず１１月いっぱいでも意見の申し出は可能であるということでよいか。これは地域支援システム全体の、生活支援センターと支援課の支援指針ということであるが、保健所ならびに特別支援教育相談センターを含め、関係機関から必要な内容については存分に頂戴したいと考えている。

（長岡委員）

○いま、資料１の件についての話が主であったが、資料２について質問したい。資料２の２枚目のところで確認させていただきたいが、入所施設から地域に移行するすべての障害者について報告を行うとあるが、うちの入所者では援護地がさいたま市以外でさいたま市内に地域移行するというケースが３人あったが、施設の立場では、こういった方々についてもこういう枠組みを使って相談させていただきたいと考えている。もうひとつ、②のところで相談の主体としては支援課と支援センターがアセスメントを共同で行うということであるが、支援の実施主体は事業所が行うわけであるので、流れのチャートの中で事業所の役割についても明確にしていただいたほうが現場にとって非常に助かるかどうかというところになるので検討していただきたい。

（宗澤会長）

○１点目について、地域生活移行をするケースが住民票上はさいたま市でないということか。

（長岡委員）

○施設の場合は住民票を写している場合が多いが、援護地が違うということが多いので我々もわかりづらい。

（宗澤会長）

○援護を他の自治体が継続していても、さいたま市に地域移行する場合について、検討していくということか。

（長岡委員）

○積極的にではないが、出来ればと考えている。

（宗澤会長）

○原則として、さいたま市に地域移行するというのであれば、生活するさいたま市において、この枠組みを原則使っていくべきであると考えている。
（斎藤（香）委員）

○冒頭の事務局の説明で、精神障害者の地域移行は別枠でということで具体的に書かれてはいないが、退院促進支援事業自体が自立支援法の中の地域生活支援事業の中に位置づけられている、障害者総合支援計画についても重点プログラムとして位置づけられているので、精神保健課の事業ではあるが、ここに精神障害者の課題が報告されるひつようがあるのではないか。専門部会に入っていないので、保健所だけが検討の場ではなく、こちらで取り上げていただくことは必要だと思う。

（宗澤会長）

○機械的、形式的に退院促進支援事業が抜けているが、どういう形で地域自立支援協議会の中に保健、医療の分野以外の課題性というのはあるわけなので、どのように引き取っていくのか、はっきり書いてほしいとのことであるが、それは御指摘どおりと考えている。専門部会のような形を設けるかどうかというではなく、課題を引き取っていくという点では必要であることは明快である。ここは御指摘を受けて工夫を検討していただきたい。

（斎藤（な）委員）

○④の相談支援の支給決定についてはどういうものなのか。

（事務局）

○こちらについては、障害者自立支援法上の支給決定で、今回決定ができるケースができそうだという状況があり、モデルケースにしようと考えていたが、流れてしまい、モデルができなかったのが実情で、保留のまま残ってしまったということである。
（宗澤会長）

○それでは、障害者生活支援センターの役割について、三石委員から説明いただきたい。

（三石委員）
○資料５になりますが、前回の作業部会で障害者生活支援センター版を出させていただいて、そこでいただいた御意見を元に修正を加えたものです。基本的にはセンターの分担するものを明確に示しながら具体性のあるものと、地域のネットワークで支えていくというイメージを実例を交えながらわかるようなものをという御指摘をいただいたので、それを元に文章を書き直しています。冒頭では生活支援センターの役割ということで説明させていただいております。３つに整理させていただいていますが、中身としてはその後の流れとなっており、実際の実例を設け、流れと実例で整理させていただいております。パターン１は情報提供や、他の機関を調整して紹介するというものです。パターン２は継続的な相談支援が必要となってくるもので、生活環境の変化や課題が複数多岐にわたっている場合の相談支援パターンです。パターン３としては早期に関係機関との調整で介入が必要なもので実例もイメージしやすいものを入れてあります。そのあとで、初回相談とアセスメント支援の方針と計画の作成、パターンの中身を説明させていただく形で整理させていただいております。初回相談のところでは、困りごとや不安な気持ちを持って相談者が訪れますので、その際の安心の補償や生活状況の把握をして、当面のニーズを把握して支援の道筋をある程度たてて初回の相談を終えるというところの流れと留意点を交え書かせていただいております。まず支援の道筋としては当面一週間から一ヶ月のところの計画を仮に立てるというところも含めて、４ページのところであるが、あわせて緊急性の判断をするというところも書いております。緊急性のあるケースとしては、住む場所が無いであるとか、虐待が疑われる場合、経済的に困窮している場合などを判断基準として示しながら、対応を書いています。あとは、情報提供する際の対応と留意点についても最後に設けています。初回相談の後のアセスメントと支援方針の作成というところですが、その際には情報収集を御本人とあわせて御家族からと各機関から情報収集して、初回の相談で聞いたところを含めて課題を再整理し、アセスメントを行って支援方針と計画を作成し、御本人に確認する。支援計画を確認して支援をスタートするということにしています。継続的な相談支援については、どういった方を継続的とさせていただいているかといいますとこれまでの生活支援センターでの傾向に基づいて大きく５つの分類をさせていただいています。こういった５つの要素の判断をさせていただいて支援の頻度の目安を立てて、支援を行います。基本的に支援の見通しが立つ場合は週１回の訪問もしくは相談支援、人にもよるが基本的には月１回の訪問と相談支援を原則行っていることを示しているのと、生活状況が変化する場合にはそれにともなって、週一回以上の訪問相談支援も出てきているということも少し具体的に示しています。その中でどのような対応していく必要があるのかということを最後に書かせていただいています。関係機関のネットワークで御本人を支えていくということが重要になっていくということで、最後に項目で支援体制の構築というところを示させていただいております。実例というところでは精神障害のある人の医療観察法の対象となった方を実例としてあげさせておりますが、ネットワークで関係機関による支援体制を構築していくという機関の役割と御本人の生活がどうなっていくのかというところを、もう少し明確にする必要があると思っているが、今のところはこの実例一つで示しています。その後はサービス調整会議というところの、どういったケースを検討事例としてあげているのかということの生活支援センターとして主に挙がっている事例を判断基準ということであげさせていただいています。また、対応についてどのようなことを行っているのかという原則的なことも併せて行っております。これまで検討に挙がった事例についてコンパクトにあげさせていただいております。最後にコーディネーター連絡会議の役割ということで、これが現段階のものですが、作業部会で指摘を受けたものを中心に修正させていただいております。
（斎藤（香）委員）

○障害のある人とその家族の継続的な相談支援ということでとても具体的で、参考となると思って聞いていました。ネットワーク構築のところで出された事例というのが医療観察法の対象者ということであるが、医療観察法の対象者については相談機関それぞれのアセスメントにプラスして厳格な形でケア会議が法で定められているもので、そこが継続的な支援においてネットワーク構築に寄与していると思う。ケア会議の重要性がもう少し実例の中でも見えるといいと思う。
（長岡委員）

○わかりやすくなって、大変なご苦労をされたと思います。ネットワーク構築の事例について、支援の実例のところでかなり困難な事例だと感じたので、もっとネットワークのところに絞った事例があってもいいのかなと思ったのと、もうひとつはこういう困難な事例にこそ学ぶべきところは多いと思うので、特に３つのパターンで書かれていると思うが緊急性の高いケースについてニーズが質的に変わっているというのも読み取れるケースだと思うので、こういうのは全体の事例集という形で別枠に丁寧に書かれても参考になるのかなという感じがした。

○支援指針について
（宗澤会長）

○それでは、また御意見を寄せていただければと考えているので、居住支援の研究について、事務局から説明をお願いしたい。
（事務局）
○それでは、さいたま市障害者居住サポート事業の案について、ご説明させていただきます。お手もとの資料３をお開きください。図１に示させていただきましたのが、本市が想定する居住サポート事業全体のイメージ図になります。本事業につきましては、さいたま市内の障害のある方が地域で自立した生活を送るために、地域生活を希望される方を対象として、民間の賃貸住宅などへの入居支援や入居を継続していくための相談支援を行うものでございます。事業の実施につきましては、相談支援事業の一環との位置付けであることから、市内で相談支援事業を担っている障害者生活支援センターに委託することを想定しております。
○２ページ目以降で、具体的な事業の中身について、ご説明させていただきます。それでは、資料の方は２ページ目をお開きください。本事業の事業概要でございます。居住サポート事業を受託する居住サポート事業者は厚生労働省の「地域生活支援事業実施要綱」に定められました事業内容に基づいて事業を実施していくこととなります。具体的な事業内容についてですが、大きく分類しますと、「入居支援」と「入居継続支援」の２つの事業から成り立っております。まず（１）入居支援についてでございますが、地域での生活を希望する利用者に対して、民間の賃貸住宅などへの入居に向けた支援を行います。具体的には、資料の方は網掛けで囲った部分になりますが、障害者が入居できる物件のあっせん依頼、障害者が入居できる物件に関する情報提供、地域での生活を希望される障害者の相談支援、賃貸住宅事業者などと利用者の入居契約の支援、最後に利用者に保証人がいない場合の支援として、家賃保障会社との家賃債務保証に係る調整、こういった支援の実施を想定しております。

○続きまして、（２）入居継続支援でございます。これは入居支援以外に、利用者が民間賃貸住宅などで地域生活を継続していくため、利用者の生活上の様々な課題に応じ、必要な支援が図れるよう調整を行います。入居継続支援は、基本的には入居支援を終えて、実際に地域生活に移行された方が対象となりますので、居住に関する課題・問題につきましては、夜間を含めまして、緊急の対応が必要となる場合も予測されます。従いまして、本事業の実施にあたりましては、２４時間の支援が行える体制の構築を目指すものでございます。これらの事業の実施にあたりましては、専任の職員１名を配置するものとし、業務委託料につきましては、職員１名分の人件費として、既存の相談支援事業の委託料に上乗せする形で措置する場合と、単価契約によって契約・相談支援・深夜対応などそれぞれの事業実績を勘案した実績払いとして措置する場合の２通りを想定しております。

○続きまして、他の事業との連携についてです。本事業の実施にあたりましては、他の部局が実施する関連事業との連携も非常に重要となってまいります。本事業による支援と併せまして、本市の住宅課の方で実施しております「さいたま市入居支援制度」、あるいは公営住宅の優先入居制度などを積極的に活用していくことなどが想定されております。

○続きまして、資料の方は３ページ目に移らせていただきます。事業の具体案ということで、先ほどご説明した事業内容について、実際の支援内容をもう少し具体的にご説明させていただきます。まず、入居支援についてですが、民間賃貸住宅などへの入居を希望する障害のある方が、第一歩の相談先として来所することを想定し、障害のある方が民間の賃貸住宅を賃貸する上での困難を解決するサポートを行います。具体的には、入居を希望する地域の不動産業者などの訪問を行う際に同行してアドバイスを行う、家賃の支払いなどの金銭管理について適切な助言やサポートを行うといったことが考えられます。また、将来的には、賃貸契約の締結にあたって、その契約事務の支援を行うとともに、保証人のいない方については家賃保証会社との連絡・調整を行うといったことも入居支援に位置付けられていくものと、考えております。
○続きまして、入居継続支援についでございます。これにつきましては、日中の一般的な生活支援ということでは既存の相談支援事業から大きく外れる部分もないところかと思いますので、ここでは２４時間サポートに焦点を絞ってご説明させていただきたいと思います。２４時間サポートにつきましては、本事業によって民間賃貸住宅などに入居した利用者が地域生活を続ける中で、主として夜間に、単身での地域生活に困難が生じて入居を継続することが困難となった場合におけるサポートでございます。具体的には、障害者生活支援センターの業務時間外に、当事者はもとより住宅の家主、近隣住民などの地域の支援者からの求めに応じて、その内容や事態の重要度を考慮しながら電話による相談支援を行い、緊急性・重要性が高いと判断した場合には現場に駆けつけるなど更なる支援を行います。そうした支援を行っても、なお入居の継続が困難であると判断される場合につきましては、利用者を一時的に予め指定された入所施設などに入所させるといった緊急対応を行うといったことを想定しております。以上が、本市における障害者居住サポート事業の案でございます。

○続きまして、資料は４ページをお開きください。こちらに一覧表にしておりますのが、障害福祉課にて行いました、各政令市におきます本事業の実施状況のアンケート調査の結果をまとめたものでございます。上から主だったところを抜き出してご説明させていただきます。札幌市は、厚生労働省の地域生活支援事業実施要綱に基づいて実施、２４時間サポートは未実施、事業の実施箇所数は１５、委託料は１箇所あたり１２０万円となっております。静岡市は今年度より事業を実施予定で、事業内容は表に記載のとおりでございますが、これも国の要綱に定められているとおりの事業内容となっております。１箇所あたりの委託料は１０２万円でございます。浜松市は不動産業者に対する物件あっせん依頼と契約手続き支援ということで、利用者には医師診断書などの提出を求め、不動産業者の障害特性への理解につなげている点で特色のある事業実施となっております。続きまして、名古屋市でございますが、事業内容は先ほどの静岡市と同様に国の要綱どおりとなっておりまして、２４時間サポートも実施しております。支払いにつきましては、実績払いを導入しておりまして、それぞれの単価は、入居支援が５万円、定期支援が３千円、緊急支援が７３４０円、深夜対応が１万１０４０円となっております。深夜対応につきましては、緊急支援の単価の概ね１．５倍となっているようです。京都市と大阪市は飛ばしまして、堺市でございますが、事業内容において、障害者の入居に協力する不動産業者を、協力店として確保し、連携体制を構築するという全国的にも稀な取組みを行っております。その他は国要綱と大きく変わる部分はございません。資料の方は５ページになります。岡山市も国要綱のとおりの事業を実績払いで行っている自治体になります。ただ、本事業は全てI型の地域活動支援センターに委託しているという点で、特色のある事業体系となっております。そして、最後に北九州市でございますが、全国的にも本事業の先進市として知られており、「北九州障害者居住サポートセンター」という専門のセンターを設置して、家賃保証事業者２者との協定締結などによる、先駆的な支援を行っております。委託料は同センター１箇所での運営ですので、１５００万円となっております。

○ご覧のように、各政令市における事業の実施内容、それから委託料の支払い方法につきましてはそれぞれ異なるものとなっております。事業内容も含めてですけれども、このあたりを本市でどのように実施いていくかといったことにつきましては、今後の検討課題になるのかなというふうに考えております。なお、お分かりのこととは思いますが、この一覧表の方に記載のない自治体につきましては、本市を含めまして、本事業未実施となっているものでございます。最後に、２４時間サポートを実施していない政令市における課題ということでございますが、委託可能な業者が見つからない、職員配置・財政面など体制の確保が困難、２４時間のサポートが自立支援の阻害になる場合があるなどとしった意見が寄せられました。このあたりも今後検討していく上での課題として挙げられるのではないかと考えております。事務局からは以上でございます。よろしくお願いいたします。
（宗澤会長）

○居住サポート事業の案については、今後各地の取り組みをもう一度吟味しなおして修正していきたいと考えております。政令市の状況を見た場合に、雑駁に国の要綱どおりという形はあるが、予算の組み方にすさまじい開きがある。この予算の開きと現実がどのような開きになっているのか見てみないとわからない。簡単に言えば、北九州の委託料はいくらというのは簡単であるが、ここは慎重に検討して参りたい。
（事務局）

○資料４については作業部会において提出する予定のものであったが、そのときに用意できず申し訳ありませんでした。各政令市におけるグループホームの設置数であるとか１０万人辺りの定員について資料として提供させていただいたものです。また、各政令市の補助の形態について、初度調弁費系や運営費補助系などを分類ごとに載せさせていただいたものです。参考でつけさせていただいた平成１９年度グループホーム・ケアホームの事業加算補助単価は、横浜市の運営費の運営基本費の別途単価表の単価表です。

（宗澤会長）

○この部分については、グループホーム・ケアホームについては生活ホームを含め、その事業をされている事業者の皆さんが事業を実施するに当たり、各政令市の補助の内訳、仕組みをごらんになった上で御意見を頂戴しなければ、進んでいかない問題だと思うので、事業者の方にも御意見を伺いたいと思っている。居住サポートの部分については当事者の御意見も伺いたいと思っている。居住サポートが必要だというのは身体で物件を探すという場合、障害のある方に対する人権侵害事例があったということが、地域の自立生活をスムーズに送ることを阻んできたということもあって、地域生活を主体とする支援のあり方を考えた場合居住サポートというような支援とグループホーム、ケアホームというものは両輪として重要なものであるという認識でいる。
（岡崎委員）

○不勉強で申し訳ないが、よく考えると２４時間のサポートと住居の斡旋というのは必ずしもセットである必要は無いと考えるが、これはセットでなければならないものなのか。

（事務局）

○必ずしも一緒でなくても良い。

（宗澤委員）

○障害のある方が物件を契約して住まわれる場合、ケースバイケースだと思うが、この方には必要に応じて２４時間のサポートがありますよ、ということが契約に進むということもあるので、これが二つ出てくるという形になると理解している。支援の体制があるということが物件契約に進むミソになっているという事業であるのだろうと考える。

（岡崎委員）

○賃貸の住居に入っていて２４時間のケアが必要だという方が相談に来られると不動産屋さんと契約をしなおすということにはならないか。

（宗澤委員）

○グループホームやケアホームから賃貸に移ったケースをこの前に伺ってきたが、長年そういう取り組みをしていくと地域の不動産屋さんや大家さんとの信頼関係ができてくるということによって進んでくると思うが、さいたま市のような都市部となると、確実な保障を担保しようということになってくると思う。契約にどこまで盛り込むかはそれもケースバイケースだと思うが、入居支援と居住支援がセットになっているところが、この居住サポートというところの基本的な枠組みであると、それをどのように分担したり統一したりしていくのかというのは今後の課題であって、今日のところは御理解いただきたいと考えている。

３　閉　会

（宗澤会長）

○今後の自立支援法の動きは全く見えないという状況にあって、予測を許さない検討課題が出てくるということは十分ありうると思うので、そのことは委員の皆様にも心にとどめていただきたいと思います。皆様には会の進行に御協力をいただき誠にありがとうございます。今後、実務的な作業がこれから続いていくと思うが、皆様の率直な御意見を伺ってまいりたいと思います。
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